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(57)【要約】
【課題】青味があり、かつ黒度の高い漆黒性に優れた樹脂組成物を提供すること。また、
その積層体を提供することを提供すること。
【解決手段】
少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなる樹脂組成物であって、基材上に積
層された、前記樹脂組成物を含むカーボンナノチューブ含有層の膜厚が１０μｍである際
、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下、かつ
ｂ*が－１．５以上０以下であることを特徴とする樹脂組成物。（ただし、Ｌ*、ａ*およ
びｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなる樹脂組成物であって、基材上に
積層された、前記樹脂組成物を含むカーボンナノチューブ含有層の膜厚が１０μｍである
際、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下、か
つｂ*が－１．５以上０以下であることを特徴とする樹脂組成物。（ただし、Ｌ*、ａ*お
よびｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）
【請求項２】
　基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなるカーボンナノチュー
ブ含有層が積層された積層体であって、カーボンナノチューブ含有層の膜厚が１０μｍで
ある際、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下
、かつｂ*が－１．５以上０以下であることを特徴とする積層体。
【請求項３】
　前記カーボンナノチューブ含有層の積層面に、さらにクリア層が積層された積層体であ
って、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下か
つｂ*が－２以上０．３以下である請求項２記載の積層体。
【請求項４】
　積層された面方向から測定した積層体の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均反射率が
５％以下である請求項２または３記載の積層体。
【請求項５】
　基材の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均透過率が５％以下である請求項２～４いず
れか記載の積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は樹脂組成物および積層体に関する。更に詳しくは、カーボンナノチューブと樹
脂とを含んでなる樹脂組成物と、該組成物を含むカーボンナノチューブ含有層が積層され
た積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　直径が数ナノメートルから数十ナノメートルの筒状炭素材料であるカーボンナノチュー
ブは、高い導電性、機械的強度を有することから、燃料電池、電極、電磁波シールド材、
導電性樹脂、電界放出ディスプレー（ＦＥＤ）用部材、水素を始めとする各種ガスの吸蔵
材料などの機能性材料として、エレクトロニクス、エネルギー分野等の幅広い分野への利
用が期待されている。
【０００３】
　その中でも、カーボンナノチューブを用いた導電性透明フィルムの検討が多く行われて
いる。例えば、透明基材の片面上にカーボンナノチューブ導電膜と透明保護膜を積層させ
たものが提案されている。（例えば、特許文献１参照）
【０００４】
　また、カーボンナノチューブ分散体を基材表面に塗工し、乾燥させた後、樹脂溶液を塗
工する導電性透明フィルムの製造方法も提案されている。（特許文献２参照）
【０００５】
　一方、カーボンナノチューブを色材として使用した例は少なく、漆黒性の樹脂塗工物、
フィルム、成形物を得るためにはカーボンブラックを樹脂溶液や固形樹脂に均一に分散さ
せたものを使用してきた。（特許文献３、４参照）しかし、当該手段においては、明度（
Ｌ*）が高い（灰色・白）方向にあり、色度（a*、b*）がプラス方向（＋a*:赤、＋b*:黄
）となり、いわゆる「ピアノブラック」や「カラスの濡れ羽色」といった漆黒性を表現す
ることが困難であった。
【０００６】
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　また、カーボンブラックを使用した成形物の色調はカーボンブラックの一次粒子径によ
り異なる傾向にある。具体的には、一次粒子径が小さなカーボンブラックを使用すると、
青味はあるが黒度が低下する。このように、黒色の着色は黒度と青味はトレードオフの関
係にあるため、青味があって、かつ黒度が高い漆黒の色調を再現することは困難であった
。
【０００７】
　そこで、カーボンブラックの粒径や凝集粒サイズなどのコロイダル特性を変えたり、オ
ゾン酸化、硝酸酸化といった表面処理をカーボンブラックに施し、分散体中での分散状態
を変えるなどして、黒度の調製を行ってきた。（特許文献５、６、７参照）また、黒色に
加えて青味をだすために、さらにフタロシアニンブルーなどの有機顔料を添加する方法も
ある。しかし、有機顔料の添加に伴い黒度が低下し、成形体を直射日光下で観察すると赤
味が浮いて観察される、いわゆるブロンズ現象が発生する問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１０－１９２１８６号公報
【特許文献２】特表２００４－５２６８３８号公報
【特許文献３】特開２００１－１７９１７６号公報
【特許文献４】特開２００４－０９８０３３号公報
【特許文献５】特開平６－１２２８３４号公報
【特許文献６】特開平６－１３６２８７号公報
【特許文献７】特開２００８－２８５６３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記従来の問題を解決するものであり、青味があり、かつ黒度の高い漆黒性
に優れた樹脂組成物を提供することにある。また、その積層体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、カーボンナノチューブと樹脂
を含む樹脂組成物を積層することにより、漆黒性に優れた樹脂組成物の積層体を得ること
ができることを見出し、本発明に至った。
【００１１】
　すなわち、本発明は、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなる樹脂組成
物であって、基材上に積層された、前記樹脂組成物を含むカーボンナノチューブ含有層の
膜厚が１０μｍである際、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*

が－２以上２以下、かつｂ*が－１．５以上０以下であることを特徴とする樹脂組成物。
（ただし、Ｌ*、ａ*およびｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系にお
ける値を表わす。）に関する。
【００１２】
　また、本発明は、基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなるカ
ーボンナノチューブ含有層が積層された積層体であって、カーボンナノチューブ含有層の
膜厚が１０μｍである際、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*

が－２以上２以下、かつｂ*が－１．５以上０以下であることを特徴とする積層体に関す
る。
【００１３】
　前記カーボンナノチューブ含有層の積層面に、さらにクリア層が積層された積層体であ
って、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下か
つｂ*が－２以上０．３以下である積層体に関する。
【００１４】
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　また、本発明は、積層された面方向から測定した積層体の波長３８０～７８０ｎｍにお
ける平均反射率が５％以下である積層体に関する。
【００１５】
　また、本発明は、基材の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均透過率が５％以下である
積層体に関する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の樹脂組成物を使用することにより、漆黒性に優れた樹脂組成物が得られる。よ
って、高い漆黒性が必要とされる様々な用途分野において、本発明で得られる樹脂組成物
及び積層体を使用することが可能である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の樹脂組成物及び積層体について詳しく説明する。
【００１８】
（１）樹脂組成物（ａ）
　本発明の樹脂組成物（ａ）は少なくともカーボンナノチューブ（ｂ）と樹脂（ｃ）を含
む。
【００１９】
　本発明の樹脂組成物（ａ）を得るには、カーボンナノチューブ（ｂ）、樹脂（ｃ）と溶
媒を、特に限定されるものではないが、例えば、ペイントコンディショナー（レッドデビ
ル社製）、ボールミル、サンドミル（シンマルエンタープライゼス社製「ダイノーミル」
等）、アトライター、パールミル（アイリッヒ社製「ＤＣＰミル」等）、コボールミル、
バスケットミル、ホモミキサー、ホモナイザー（エム・テクニック社製「クレアミックス
」等）、湿式ジェットミル（ジーナス社製「ジーナスＰＹ」、ナノマイザー社製「ナノマ
イザー」等）、フーバーマーラー、３本ロールミル、エクストルーダー等を使用して分散
処理を行うことが好ましい。必要に応じて、分散剤や添加剤を加えても良い。
【００２０】
　樹脂組成物（ａ）に用いる溶媒は特に限定されるものではなく、水溶液、水系溶媒およ
び有機系溶媒のいずれも用いることができる。
【００２１】
　有機系溶媒としては、沸点が５０～２５０℃の有機系溶媒が、塗工時の作業性や硬化前
後の乾燥性の点から用いやすい。具体的な溶媒の例としては、メタノール、エタノールお
よびイソプロピルアルコールなどのアルコール系溶媒、アセトン、ブチルジグリコールア
セテート、ＭＥＫなどのケトン系溶媒、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶媒、ジ
ブチルエーテル、エチレングリコール、モノブチルエーテル等のエーテル系溶媒、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドンなどの双極性非プロトン溶媒などを用いることができる。これらの
溶媒は、単独あるいは２種以上を混合して用いることもできる。
【００２２】
　また、前記溶媒のほかにも、必要に応じて、例えば顔料、濡れ浸透剤、皮張り防止剤、
紫外線吸収剤、酸化防止剤、架橋剤、防腐剤、防カビ剤、粘度調整剤、ｐＨ調整剤、レベ
リング剤、消泡剤などの添加剤を本発明の目的を阻害しない範囲で適宜配合することがで
きる。
【００２３】
（２）カーボンナノチューブ（ｂ）
　カーボンナノチューブ（ｂ）は、グラファイトの１枚面を巻いて円筒状にした形状を有
しており、そのグラファイト層が１層で巻いた構造を持つ単層カーボンナノチューブ、２
層またはそれ以上で巻いた多層カーボンナノチューブでも、これらが混在するものであっ
ても良いが、コスト面や着色効果の面から多層カーボンナノチューブであることが好まし
い。また、カーボンナノチューブ（ｂ）の側壁がグラファイト構造ではなく、アモルファ
ス構造をもったカーボンナノチューブ（ｂ）を用いることもできる。
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【００２４】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の形状は、針状、円筒チューブ状、魚骨状（フィッシュボ
ーン、カップ積層型）、トランプ状（プレートレット）、コイル状の形態などいずれの形
態を有するものであってもよい。具体的には、例えばグラファイトウィスカー、フィラメ
ンタスカーボン、グラファイトファイバー、極細炭素チューブ、カーボンチューブ、カー
ボンフィブリル、カーボンマイクロチューブ、カーボンナノファイバーなどを挙げること
ができる。これらの形態として１種または２種以上を組み合わせた形態において使用する
ことができる。本発明は魚骨状（フィッシュボーン、カップ積層型）、トランプ状（プレ
ートレット）、コイル状以外の形態であることが好ましい。魚骨状、トランプ状の場合は
、樹脂組成物・成形体の製造時に発生するせん断応力によりカップ・トランプ状グラファ
イトシートの積層面（ｘ－ｙ面）よりカーボンナノチューブ（ｂ）の切断が起こり、樹脂
中に十分なネットワーク構造を形成できず、光閉じ込め効果が減少して黒度の低下に繋が
る恐れがある。コイル状の場合も同様に、製造時にその３次元構造が破壊されやすく、着
色効果が低下する可能性がある。
【００２５】
　本発明のカーボンナノチューブ（ｂ）は、一般にレーザーアブレーション法、アーク放
電法、熱ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法、燃焼法などで製造できるが、どのような方法で製
造したカーボンナノチューブ（ｂ）でも構わない。例えば、触媒を用いて、酸素濃度が１
体積％以下の雰囲気中、５００～１０００℃にて、炭素源として炭化水素および／または
アルコールとを接触反応させてカーボンナノチューブ（ｂ）を製造することができる。
【００２６】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の炭素源としての原料ガスは、従来公知の任意のものを使
用でき、例えば、炭素を含むガスとしてメタン、エチレン、プロパン、ブタンやアセチレ
ン等の炭化水素や一酸化炭素、アルコールなどを用いることができるが、特に使いやすさ
の理由により、炭化水素やアルコールを用いることが望ましい。
【００２７】
　触媒は、必要に応じて、還元性ガス雰囲気下で活性化した後、又は還元性ガスと共に、
酸素濃度１体積％以下の雰囲気中、炭素源としての原料ガスと接触反応させて製造するこ
とが好ましい。酸素濃度１体積％以下の雰囲気は特に制限はないが、アルゴンガスのよう
な希ガスや窒素ガス等の不活性ガスの雰囲気が好ましい。活性化に使用する還元性ガスと
しては、水素、アンモニア等を用いることができるが、特に水素が好ましい。
【００２８】
　触媒としては、従来公知の様々な金属酸化物を使用することができる。例えば、コバル
ト、ニッケルや鉄等の活性成分を含む金属とマグネシウム、アルミニウム等の担持成分を
含む金属を組み合わせた触媒が挙げられる。
【００２９】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の繊維径は、分散の容易さや色相の観点から、１～５００
ｎｍが好ましく、５～２０ｎｍがより好ましい。
【００３０】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の繊維径は、走査透過電子顕微鏡によって、カーボンナノ
チューブ（ｂ）を観測し、観測写真において、任意の１００個のカーボンナノチューブ（
ｂ）を選び、それぞれの外径を計測し、その数平均値を求めることにより、カーボンナノ
チューブ（ｂ）の平均粒径（ｎｍ）を算出することにより測定できる。
【００３１】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の繊維長は、分散の容易さや色相の観点から、０．１～１
５０μｍが好ましく、１～１０μｍがより好ましい。
【００３２】
　カーボンナノチューブ（ｂ）の炭素純度は、カーボンナノチューブ（ｂ）１００質量％
中、８５質量％以上が好ましく、９０質量％以上がより好ましく、９５質量％以上がさら
に好ましい。
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【００３３】
　本発明でカーボンナノチューブ（ｂ）は、一般的に二次粒子として存在している。この
二次粒子形状は、例えば一般的な一次粒子であるカーボンナノチューブ（ｂ）が複雑に絡
み合っている状態でもよく、ほぐれ易くカーボンナノチューブ（ｂ）を直線状にしたもの
の集合体であっても良い。直線状のカーボンナノチューブ（ｂ）の集合体である二次粒子
は絡み合っているものと比べると分散性が良いので好ましい。
【００３４】
　カーボンナノチューブ（ｂ）は、表面処理を行ったものや、カルボキシル基などの官能
基を付与させたカーボンナノチューブ誘導体であってもよい。また、有機化合物や金属原
子、フラーレン等を内包させたカーボンナノナノチューブ（ｂ）等も用いることができる
。
【００３５】
（３）樹脂（ｃ）
　樹脂（ｃ）は、天然樹脂、合成樹脂から選ばれる１種ないし２種以上を組み合わせて使
用することができる。
【００３６】
　天然樹脂としては、天然ゴム、ゼラチン、ロジン、セラック、多糖類、ギルソナイト等
が挙げられる。また、合成樹脂としては、フェノール樹脂、アルキッド樹脂、石油樹脂、
ビニル系樹脂、オレフィン樹脂、合成ゴム、ポリエステル、ポリアミド樹脂、アクリル樹
脂、スチレン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、アミノ樹脂、アミド樹
脂、イミド樹脂、フッ素系樹脂、フッ化ビニリデン樹脂、塩化ビニル樹脂、ＡＢＳ樹脂、
ポリカーボネート、シリコーン系樹、ニトロセルロース、ロジン変性フェノール樹脂、ロ
ジン変性ポリアミド樹脂等が挙げられる。これらの樹脂のうち、耐光性の観点からベース
塗料及びカーボンナノチューブ含有層（ｅ）にはアクリル樹脂および／またはポリエステ
ル樹脂が含まれていることが好ましい。
【００３７】
　また、樹脂（ｃ）には硬化性を有するタイプとラッカータイプとがあるが、通常は硬化
性を有するタイプのものが使用される。硬化性を有するタイプの場合には、メラミン樹脂
等のアミノ樹脂や（ブロック）ポリイソシアネート化合物、アミン系、ポリアミド系、多
価カルボン酸等の架橋剤と混合して使用され、加熱または常温で効果反応を進行させるこ
とができる。また、硬化性を有しないタイプの塗膜形成用樹脂と硬化性を有するタイプと
併用することもできる。
【００３８】
（４）積層体（ｄ）
　本発明の積層体（ｄ）は少なくとも基材とカーボンナノチューブ含有層（ｅ）の２層か
ら構成され、カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の下に基材が設けられた基本構成を有し
ているが、基材とカーボンナノチューブ含有層（ｅ）との間に他の層が設けられていても
良い。
【００３９】
　本発明における積層体（ｄ）を形成するために用いられる基材は特に限定されるもので
はなく、鉄、アルミニウム、銅またはこれらの合金などの金属類、ガラス、セメント、コ
ンクリート等の無機材料、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、エチレン―酢酸ビニ
ル共重合体樹脂、ポリアミド樹脂、アクリル樹脂、塩化ビニリデン樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等の樹脂類や各種のＦＲＰ等のプラスチック材
料、木材、繊維材料（紙、布等）等の天然または合成材料等が挙げられる。
【００４０】
　上記の基材のうち、鉄、アルミニウム、銅またはこれらの合金類などの金属類が好まし
い。また、カーボンブラックやカーボンナノチューブ等の顔料を含む樹脂も好ましい。こ
れらの基材の波長３８０～７８０nmにおける平均透過率はいずれも５％以下である。
【００４１】
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　基材の波長３８０～７８０nmにおける平均透過率は５％以下であることが好ましく、３
％以下であることがさらに好ましい。特に斯かる範囲であれば、漆黒性に優れた積層体（
ｄ）が得られる。
【００４２】
　平均透過率はＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社製、ルミ
ラー１００、Ｔ６０）上に前記樹脂組成物を含むカーボンナノチューブ含有層がバーコー
ターで形成された積層体について、紫外可視近赤外分光光度計（日立製作所社製、ＵＶ－
３５００）を用い、基材にカーボンナノチューブ含有層を積層した面から波長３００～１
５００ｎｍにおける透過スペクトルを５ｎｍの範囲で測定し、波長３８０ｎｍ～７８０ｎ
ｍの各透過率の加重平均値を求めることで算出できる。
【００４３】
　本発明の積層体（ｄ）の形成方法では、上記基材に対し直接または下地層を介してカー
ボンナノチューブ含有層（ｅ）が形成されるが、積層体（ｄ）が自動車車体および部品の
場合は予め化成処理、電着塗装等による下塗り塗装、中塗り塗装等を施しておくことが好
ましい。この中塗り塗装は、下地の隠ぺい、耐チッピング性の付与および上塗りとなるカ
ラークリヤー塗膜との密着性確保のために塗膜を形成するものである。
【００４４】
　本発明の積層体（ｄ）の形成方法において、基材上に下地層を形成した後、この下地層
を加熱硬化させることなく上記カーボンナノチューブ含有層（ｅ）を形成し、その後塗膜
を加熱硬化させる方法（ウェットオンウェット法）、および、基材上に上記下地層を形成
した後、この下地層を加熱硬化させ、次にカーボンナノチューブ含有層（ｅ）を加熱硬化
させる方法（ウェットオンドライ法）のどちらも適用可能である。
【００４５】
　下地層としては、カーボンブラック等の顔料と樹脂（ｃ）を含むベース塗料を使用する
ことができる。このカーボンブラック等の顔料は顔料用として市販されているものであれ
ばどのようなものでも使用することができる。
【００４６】
　上記ベース塗料におけるカーボンブラックの含有量はＰＷＣで８～２０質量％、好まし
くは８～１５質量％である。ＰＷＣとは、Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｗｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｃｅｎｔ
ｒａｔｉｏｎ（顔料重量濃度）のことであり、下記の式により算出される。
【００４７】
　ＰＷＣ＝[（含有顔料質量％）／（全塗料固形分質量％）]×１００　（％）
【００４８】
　本発明の積層体（ｄ）は、カーボンナノチューブ含有層（ｅ）上に、さらにクリア層（
ｆ）が形成されることが好ましい。クリア層が形成されることにより、光沢が得られ、漆
黒性に優れた積層体（ｄ）が得られる。
【００４９】
　積層体（ｄ）のＪＩＳ Ｚ８７２９に基づいたＬ*,a*,ｂ*表色系におけるＬ*は２．５以
下であることが好ましく、２．０以下であることがさらに好ましい。また、a*は－２．０
以上、２．０以下であることが好ましく、ｂ*は－１．５以上０以下であることが好まし
い。カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の積層面に、さらにクリア層（ｆ）が積層された
積層体（ｄ）の場合には、ｂ*が－２．０以上０．３以下であることが好ましく、－２．
０以上０以下であることがさらに好ましい。特に斯かる範囲であれば、漆黒性に優れた積
層体（ｄ）が得られる。Ｌ*が小さい程、黒度が高い（明度が低い）ことを示す。a*とｂ*

はゼロ（０）に近い値である程、黒い色相であるといえる。また、ｂ*がマイナスである
程、青味（青色）が強い色相であるといえる。したがって、漆黒性という観点では、若干
青味（青色）を有する黒色である場合が、漆黒性が高いと考えられるため、上記の数値範
囲が好ましいと考えられる
【００５０】
　積層体（ｄ）のＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における明度（Ｌ*）
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および色度（a*、b*）は、基材にカーボンナノチューブ含有層を積層した面方向から、色
差計（ＮＩＰＰＯＮＤＥＮＳＨＯＫＵ社製、ＳｐｅｃｔｒｏＣｏｌｏｒＭｅｔｅｒＳＥ２
０００）を用いて測定することによって得られる。
【００５１】
　積層された面方向から測定した積層体（ｄ）の波長３８０～７８０nmにおける平均反射
率は５％以下であることが好ましく、３％以下であることがさらに好ましい。特に斯かる
範囲であれば、漆黒性に優れた積層体（ｄ）が得られる。
【００５２】
　平均反射率はＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社製、ルミ
ラー１００、Ｔ６０）上にバーコーターで形成された塗膜について、紫外可視近赤外分光
光度計（日立製作所社製、ＵＶ－３５００、積分球使用）を用い、基材に樹脂組成物（ａ
）を積層した測定面から波長３００～１５００ｎｍにおける絶対反射スペクトルを５ｎｍ
の範囲で測定し、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍの各反射率の加重平均値を求めることで算
出できる。
【００５３】
（５）カーボンナノチューブ含有層（ｅ）
　本発明のカーボンナノチューブ含有層はカーボンナノチューブ（ｂ）と樹脂（ｃ）とを
含んでなる、カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の下に基材が設けられている。
【００５４】
　本発明のカーボンナノチューブ含有層（ｅ）は、樹脂組成物（ａ）を塗布して形成する
ことができる。具体的には、キャスト、スピンコート、ディップコート、バーコート、ス
プレー、ブレードコート、スリットダイコート、グラビアコート、リバースコート、スク
リーン印刷、鋳型塗布、印刷転写、インクジェットなどのウエットコート法等、一般的な
方法を挙げることができる。
【００５５】
　カーボンナノチューブ含有層（ｅ）中のカーボンナノチューブ（ｂ）の量は、用途に応
じて適宜選択すればよいが、好ましくは０．１～３０質量％、より好ましくは１～２５質
量％、更に好ましくは２～１５質量％の範囲である。特に斯かる範囲であれば、漆黒性に
優れた積層体が得られる。
【００５６】
　カーボンナノチューブ含有層（ｅ）には、本発明の目的を阻害しない範囲であれば、カ
ーボンナノチューブ（ｂ）とカーボンブラックとを併用することができる。カーボンブラ
ックの具体例としては、ケッチェンブラック、アセチレンブラック、ファーネスブラック
、チャンネルブラック並びにナフサなどの炭化水素を水素及び酸素の存在下で部分酸化し
て、水素及び一酸化炭素を含む合成ガスを製造する際に副生するカーボンブラック、ある
いはこれを酸化または還元処理したカーボンブラックなどが挙げられる。これらのカーボ
ンブラックは、単独でも２種類以上併用しても良い。また、黒度を向上する視点から、カ
ーボンブラックは平均粒径が２０ｎｍ以下で、かつ、ＤＢＰ吸油量が８０ｍｌ／１００ｇ
以下のものが好ましく使用される。また、本発明においてＤＢＰ吸油量とは、カーボンブ
ラック粒子間の化学的ないし物理的結合による複雑な凝集形態（ストラクチャー）の尺度
で、カーボンブラック１００ｇ当りに包含することのできるジブチルフタレート（ＤＢＰ
）の量（ｍｌ）を表す。
【００５７】
　カーボンブラックの平均粒径は、カーボンナノチューブ（ｂ）の繊維径と同様の方法で
求められる。具体的には、走査透過電子顕微鏡によって、カーボンブラックを観測し、観
測写真において、任意の１００個のカーボンブラックを選び、それぞれの外径を計測し、
その数平均値を求めることにより、カーボンブラックの平均粒径を算出することができる
。
【００５８】
　カーボンブラックの使用量は、カーボンナノチューブ（ｂ）１００重量部に対して、１
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～１００重量部が好ましく、１～５０重量部がより好ましく、１～２５重量部がさらに好
ましい。一方、１００重量部を超えると、成形体の黒度と青味が低下する可能性がある。
青味が低下し、赤味が増すと、漆黒性に優れた積層体が得られにくい。
【００５９】
　カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の波長３８０～７８０nmにおける平均反射率は５％
以下であることが好ましく、３％以下であることがさらに好ましい。特に斯かる範囲であ
れば、漆黒性に優れた積層体が得られる。
【００６０】
　カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の膜厚は５μｍ以上であることが好ましく、１０μ
ｍ以上であることがさらに好ましい。
【００６１】
　カーボンナノチューブ含有層（ｅ）を基材上に形成する方法としては、形成する基材に
より最適な方法を選択すれば良く、キャスト、スピンコート、ディップコート、バーコー
ト、スプレー、ブレードコート、スリットダイコート、グラビアコート、リバースコート
、スクリーン印刷、鋳型塗布、印刷転写、インクジェットなどのウエットコート法等、一
般的な方法で樹脂組成物（ａ）を基材上にコーティングすることにより、カーボンナノチ
ューブ含有層（ｅ）を形成することができる。
【００６２】
（６）クリア層（ｆ）
　本発明のクリア層（ｆ）は下層塗膜を視認できる程度の透明性を有するものである。具
体的には透明樹脂、ガラス等をあげることができる。樹脂としては、ポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）などのポリエステル、ポリイ
ミド、ポリフェニレンスルフィド、アラミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリ乳酸
、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、脂環式アクリル樹脂、
シクロオレフィン樹脂、トリアセチルセルロース、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、アル
キッド樹脂、石油樹脂、ビニル系樹脂、オレフィン樹脂、合成ゴム、ポリアミド樹脂、ア
クリル樹脂、スチレン樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、アミノ樹脂、フッ素系樹脂、
フッ化ビニリデン樹脂、塩化ビニル樹脂、ＡＢＳ樹脂、シリコーン系樹、ニトロセルロー
ス、ロジン変性フェノール樹脂、ロジン変性ポリアミド樹脂、天然ゴム、ゼラチン、ロジ
ン、セラック、多糖類、ギルソナイト等を挙げることができる。ガラスとしては、通常の
ソーダガラスを用いることができる。これらの複数の基材を組み合わせて用いることもで
きる。また、下層塗膜を視認できる程度のカーボンブラックやカーボンナノチューブ（ｂ
）が含まれても良い。
【００６３】
　クリア層（ｆ）をカーボンナノチューブ含有層（ｅ）上に形成する方法としては、形成
する物質により最適な方法を選択すれば良く、真空蒸着、EB蒸着、スパッタ蒸着などのド
ライ法、キャスト、スピンコート、ディップコート、バーコート、スプレー、ブレードコ
ート、スリットダイコート、グラビアコート、リバースコート、スクリーン印刷、鋳型塗
布、印刷転写、インクジェットなどのウエットコート法等、一般的な方法を挙げることが
できる。また、クリア層（ｆ）は製膜されたものをラミネートしても良く、カーボンナノ
チューブ含有層（ｅ）に積層されていれば、必ずしもこれらの層が密着していなくても良
い。
【００６４】
　クリア層（ｆ）の膜厚は５～４０μｍ、好ましくは２５～３５μｍの範囲内であること
が好ましい。特に斯かる範囲であれば、漆黒性に優れた積層体が得られる。
【００６５】
　本明細書における漆黒性とは、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系にお
いて、基材上に積層された面方向から測定した積層体（ｄ）のＬ*が２．５以下、かつb*
が－１．５以上０以下の値を示すもの、また、カーボンナノチューブ含有層（ｅ）の積層
面に、さらにクリア層（ｆ）が積層された積層体（ｄ）の場合には、Ｌ*が２．５以下、
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かつｂ*が－２．０以上０．３以下の値を示すものを「漆黒性」を示すものとみなし、上
記の値は、色差計（ＮＩＰＰＯＮＤＥＮＳＨＯＫＵ社製、ＳｐｅｃｔｒｏＣｏｌｏｒＭｅ
ｔｅｒＳＥ２０００）により測定された値とした。
【実施例】
【００６６】
　以下に実施例を挙げて、本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はその要旨を超え
ない限り、以下の実施例に限定されるものではない。例中、特に断わりのない限り、「部
」とは「質量部」、「％」とは「質量％」をそれぞれ意味する。また、「カーボンナノチ
ューブ」を「ＣＮＴ」、「カーボンブラック」を「ＣＢ」と略記することがある。
【００６７】
＜物性の測定方法＞
　後述の各実施例及び比較例において使用された積層体の物性は、以下の方法により測定
した。
【００６８】
＜膜厚＞
　積層体中のカーボンナノチューブ含有層、クリア層の膜厚は膜厚計（ＮＩＫＯＮ社製、
ＤＩＧＩＭＩＣＲＯ　ＭＨ－１５Ｍ）を用いて塗膜中の３点を測定し、その平均値を膜厚
とした。
【００６９】
＜Ｌ*ａ*b*＞
　基材に樹脂組成物を積層した面方向から、色差計（ＮＩＰＰＯＮＤＥＮＳＨＯＫＵ社製
、ＳｐｅｃｔｒｏＣｏｌｏｒＭｅｔｅｒＳＥ２０００）を用いてＪＩＳ　Ｚ８７２９で規
定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における明度（Ｌ*）および色度（a*、b*）を測定した。
【００７０】
＜平均反射率＞
　ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社製、ルミラー１００、
Ｔ６０）上にバーコーターで形成された塗膜について、紫外可視近赤外分光光度計（日立
製作所社製、ＵＶ－３５００、積分球使用）を用い、基材に樹脂組成物を積層した測定面
から波長３００～１５００ｎｍにおける絶対反射スペクトルを５ｎｍの範囲で測定し、波
長３８０ｎｍ～７８０ｎｍの各反射率の加重平均値を求めることで算出した。
【００７１】
＜平均透過率＞
　ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社製、ルミラー１００、
Ｔ６０）について、紫外可視近赤外分光光度計（日立製作所社製、ＵＶ－３５００）を用
い、基材に樹脂組成物を積層した測定面から波長３００～１５００ｎｍにおける透過スペ
クトルを５ｎｍの範囲で測定し、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍの各透過率の加重平均値を
求めることで算出した。ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ株式会社
製、ルミラー１００、Ｔ６０）の平均透過率は８９％であった。
　株式会社光社製ステンレス板（ユニホビーR素材シリーズ、ＫＨＳ５３２、厚み０．５
ｍｍ）について、紫外可視近赤外分光光度計（日立製作所社製、ＵＶ－３５００）を用い
、基材に樹脂組成物を積層した測定面から波長３００～１５００ｎｍにおける透過スペク
トルを５ｎｍの範囲で測定し、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍの各透過率の加重平均値を求
めることで算出した。
【００７２】
＜カーボンナノチューブの繊維径＞
　走査透過電子顕微鏡（日本電子株式会社製ＪＥＭ－６７００Ｍ）によって、得られたカ
ーボンナノチューブを観測した。観測写真において、任意の１００個のカーボンナノチュ
ーブを選び、それぞれの外径を計測し、その数平均値を求めることによりカーボンナノチ
ューブの繊維径（ｎｍ）を算出した。
【００７３】
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＜カーボンブラックの平均粒径＞
　走査透過電子顕微鏡（日本電子株式会社製ＪＥＭ－６７００Ｍ）によって、カーボンブ
ラックを観測した。観測写真において、任意の１００個のカーボンブラックを選び、それ
ぞれの外径を計測し、その数平均値を求めることにより、カーボンブラックの平均粒径（
ｎｍ）を算出した。
【００７４】
＜カーボンナノチューブ合成用触媒およびカーボンナノチューブの製造例＞
後述の各実施例及び比較例において使用されたカーボンナノチューブ合成用触媒およびア
ーボンナノチューブは以下の方法により作製した。
【００７５】
＜カーボンナノチューブ合成用触媒（Ａ）の作製＞
　酢酸コバルト・四水和物２００ｇおよび担持成分としての酢酸マグネシウム・四水和物
１７２ｇをビーカーに秤取り、均一になるまで撹拌した。耐熱性容器に移し替え、電気オ
ーブンを用いて、１９０±５℃の温度で３０分乾燥させ水分を蒸発させた後、乳鉢で粉砕
してカーボンナノチューブ合成用触媒(Ａ)の前駆体を得た。得られたカーボンナノチュー
ブ合成用触媒触媒(Ａ)の前駆体１００ｇを耐熱容器に秤取り、マッフル炉にて、空気中５
００℃±５℃雰囲気下で３０分焼成した後、乳鉢で粉砕して触媒（Ａ）を得た。
【００７６】
＜カーボンナノチューブ合成用触媒（Ｂ）の作製＞
　水酸化コバルト７４ｇおよび担持成分としての酢酸マグネシウム・四水和物１７２ｇを
ビーカーに秤取り、均一になるまで撹拌した。耐熱性容器に移し替え、電気オーブンを用
いて、１９０±５℃の温度で３０分乾燥させ水分を蒸発させた後、乳鉢で粉砕してカーボ
ンナノチューブ合成用触媒(Ｂ)の前駆体を得た。得られたカーボンナノチューブ合成用触
媒触媒(Ｂ)の前駆体１００ｇを耐熱容器に秤取り、マッフル炉にて、空気中５００℃±５
℃雰囲気下で３０分焼成した後、乳鉢で粉砕して触媒（Ｂ）を得た。
【００７７】
＜カーボンナノチューブ（Ａ１）の作製＞
　加圧可能で、外部ヒーターで加熱可能な、内容積が１０リットルの横型反応管の中央部
に、カーボンナノチューブ合成用触媒(Ａ)１．０ｇを散布した石英ガラス製耐熱皿を設置
した。アルゴンガスを注入しながら排気を行い、反応管内の空気をアルゴンガスで置換し
、横型反応管中の雰囲気を酸素濃度１体積％以下とした。次いで、外部ヒーターにて加熱
し、横型反応管内の中心部温度が７００℃になるまで加熱した。７００℃に到達した後、
毎分０．１リットルの流速で１分間、水素ガスを反応管内に導入し、触媒を活性化処理し
た。その後、炭素源としてエチレンガスを毎分１リットルの流速で反応管内に導入し、１
時間接触反応させた。反応終了後、反応管内のガスをアルゴンガスで置換し、反応管内の
温度を１００℃以下になるまで冷却し、得られたカーボンナノチューブを採取した。得ら
れたカーボンナノチューブは、８０メッシュの金網で粉砕ろ過した。
【００７８】
＜カーボンナノチューブ（Ａ２）の作製＞
　加圧可能で、外部ヒーターで加熱可能な、内容積が１０リットルの横型反応管の中央部
に、カーボンナノチューブ合成用触媒(Ａ)１．０ｇを散布した石英ガラス製耐熱皿を設置
した。アルゴンガスを注入しながら排気を行い、反応管内の空気をアルゴンガスで置換し
、横型反応管中の雰囲気を酸素濃度１体積％以下とした。次いで、外部ヒーターにて加熱
し、横型反応管内の中心部温度が７００℃になるまで加熱した。７００℃に到達した後、
毎分０．１リットルの流速で１分間、水素ガスを反応管内に導入し、触媒を活性化処理し
た。その後、炭素源としてエチレンガスを毎分１リットルの流速で反応管内に導入し、２
時間接触反応させた。反応終了後、反応管内のガスをアルゴンガスで置換し、反応管内の
温度を１００℃以下になるまで冷却し、得られたカーボンナノチューブを採取した。得ら
れたカーボンナノチューブは、８０メッシュの金網で粉砕ろ過した。
【００７９】
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＜カーボンナノチューブ（Ｂ１）の作製＞
　加圧可能で、外部ヒーターで加熱可能な、内容積が１０リットルの横型反応管の中央部
に、カーボンナノチューブ合成用触媒(Ｂ)１．０ｇを散布した石英ガラス製耐熱皿を設置
した。アルゴンガスを注入しながら排気を行い、反応管内の空気をアルゴンガスで置換し
、横型反応管中の雰囲気を酸素濃度１体積％以下とした。次いで、外部ヒーターにて加熱
し、横型反応管内の中心部温度が７００℃になるまで加熱した。７００℃に到達した後、
毎分０．１リットルの流速で１分間、水素ガスを反応管内に導入し、触媒を活性化処理し
た。その後、炭素源としてエチレンガスを毎分１リットルの流速で反応管内に導入し、１
時間接触反応させた。反応終了後、反応管内のガスをアルゴンガスで置換し、反応管内の
温度を１００℃以下になるまで冷却し、得られたカーボンナノチューブを採取した。得ら
れたカーボンナノチューブは、８０メッシュの金網で粉砕ろ過した。
【００８０】
＜カーボンナノチューブ（Ｂ２）の作製＞
　加圧可能で、外部ヒーターで加熱可能な、内容積が１０リットルの横型反応管の中央部
に、カーボンナノチューブ合成用触媒(Ｂ)１．０ｇを散布した石英ガラス製耐熱皿を設置
した。アルゴンガスを注入しながら排気を行い、反応管内の空気をアルゴンガスで置換し
、横型反応管中の雰囲気を酸素濃度１体積％以下とした。次いで、外部ヒーターにて加熱
し、横型反応管内の中心部温度が７００℃になるまで加熱した。７００℃に到達した後、
毎分０．１リットルの流速で１分間、水素ガスを反応管内に導入し、触媒を活性化処理し
た。その後、炭素源としてエチレンガスを毎分１リットルの流速で反応管内に導入し、２
時間接触反応させた。反応終了後、反応管内のガスをアルゴンガスで置換し、反応管内の
温度を１００℃以下になるまで冷却し、得られたカーボンナノチューブを採取した。得ら
れたカーボンナノチューブは、８０メッシュの金網で粉砕ろ過した。
【００８１】
＜ＣＮＴ塗液の作製＞
　本願発明の樹脂組成物の一態様であるＣＮＴ塗液の作製方法を以下に示す。
【００８２】
（実施例１）
　三菱化学社製エポキシ樹脂グレード１２５６を、ブチルカルビトールアセテートに溶解
して、固形分４０％のエポキシ樹脂溶液を作製し、エポキシ樹脂溶液の固形分１５ｇに対
して、カーボンナノチューブ（Ａ１）０．７８９ｇを混合し、フーバーマーラーで荷重１
５０ｌｂ（＝６６７Ｎ）、回転速度１００ｒｐｍの条件で３回練り、ＣＮＴ塗液（Ａ１a
）を得た。
（実施例２～９）
　表１に掲載したカーボンナノチューブの種類とカーボンナノチューブの添加量に変更し
た以外は実施例１と同様の方法により、それぞれＣＮＴ塗液を得た。
【００８３】
【表１】

【００８４】
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（実施例１０）
　カーボンナノチューブ（Ａ１）０．７８９ｇ、スチレン・アクリル系ポリマー（ジョン
ソンポリマー社製、ジョンクリル６８３）１５ｇ、ＭＥＫ（メチルエチルケトン）１５６
．３ｇを２２５ｃｍ3のガラス瓶に仕込み、ジルコニアビーズをメディアとしてペイント
コンディショナーを用いて１時間分散を行い、ＣＮＴ塗液（ＷＡ１）を得た。
（実施例１１）
　表２に掲載したカーボンナノチューブの種類に変更した以外は実施例１０と同様の方法
により、ＣＮＴ塗液（ＷＢ１）を得た。
【００８５】
【表２】

【００８６】
＜カーボンナノチューブ含有層を有する積層体の作製＞
【００８７】
（実施例１２）
　東レ株式会社製ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（ルミラー１００、Ｔ
６０）を基材として、片面にＣＮＴ塗液（Ａ１a）を乾燥後の膜厚が１０μｍとなるよう
にバーコーターを用いて塗工後、電気オーブン中で１５０±５℃にて６０分間乾燥させ、
基材上にカーボンナノチューブ含有層を形成し、積層体を得た。得られた積層体について
、カーボンナノチューブ含有層の膜厚、Ｌ*ａ*ｂ*を測定した。
【００８８】
（実施例１３～２６）
　実施例１２で使用したＣＮＴ塗液（Ａ１a）の替わりに、表３に掲載したＣＮＴ塗液と
ＣＮＴ含有層の膜厚を変更した以外は、実施例１２と同様な方法により、基材上にカーボ
ンナノチューブ含有層を作製した。得られた積層体について、カーボンナノチューブ含有
層の膜厚、Ｌ*ａ*ｂ*を測定した。
【００８９】
　表３に実施例１２～２６で作製したカーボンナノチューブ含有層の作製条件と基材上に
得られたカーボンナノチューブ含有層を有する積層体の評価結果を示す。漆黒性の評価基
準は、上記塗膜のＬ*が２．０以下かつｂ*が０以下を◎（優）、Ｌ*が２．１～２．４、
かつｂ*が０以下を○（良）、Ｌ*が２．５以上かつかつｂ*が０．１以上を×（不良）と
した。
【００９０】
【表３】
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【００９１】
　＜カーボンブラック塗液の作製＞
【００９２】
（比較例１）
　三菱化学社製エポキシ樹脂グレード１２５６を、ブチルカルビトールアセテートに溶解
して、固形分４０％のエポキシ樹脂溶液を作製し、エポキシ樹脂溶液の固形分１５ｇに対
して、デグザ社製カーボンブラック（ＣＯＬＯＲ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ－２００）０．７８
９ｇを混合し、フーバーマーラーで荷重１５０ｌｂ（＝６６７Ｎ）、回転速度１００ｒｐ
ｍの条件で３回練り、カーボンブラック塗液（Ｃ１）を得た。
【００９３】
（比較例２）
　デグザ社製カーボンブラック（ＣＯＬＯＲ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ－２００）０．７８９ｇ
、スチレン・アクリル系ポリマー（ジョンソンポリマー社製、ジョンクリル６８３）１５
ｇ、ＭＥＫ（メチルエチルケトン）１５６．３ｇを２２５ｃｍ3のガラス瓶に仕込み、ジ
ルコニアビーズをメディアとしてペイントコンディショナーを用いて１時間分散を行い、
カーボンブラック塗液（ＷＣ１）を得た。
【００９４】
＜カーボンブラック含有層を有する積層体の作製＞
【００９５】
（比較例３）
　東レ株式会社製ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（ルミラー１００、Ｔ
６０）を基材として、片面にカーボンブラック塗液（Ｃ１）を乾燥後の膜厚が１０μｍと
なるようにバーコーターを用いて塗工後、電気オーブン中で１５０±５℃にて６０分間乾
燥させ、基材上にカーボンブラック含有層を有する積層体を作製した。
（比較例４）
　東レ株式会社製ＰＥＴフィルム（ルミラー１００、Ｔ６０）を基材として、片面にカー
ボンブラック塗液（ＷＣ１）を乾燥後の膜厚が１０μｍとなるようにバーコーターを用い
て塗工後、電気オーブン中で１５０±５℃にて６０分間乾燥させ、基材上にカーボンブラ
ック含有層を有する積層体を作製した。
【００９６】
　表４に比較例３～４で作製したカーボンブラック含有層の作製条件と得られたカーボン
ブラック含有層を有する積層体の評価結果を示す。漆黒性の評価基準は、上記塗膜のＬ*

が２．０以下かつｂ*が０以下を◎（優）、Ｌ*が２．１～２．４、かつｂ*が０以下を○
（良）、Ｌ*が２．５以上かつかつｂ*が０．１以上を×（不良）とした。
【００９７】
【表４】

【００９８】
＜積層体の作製＞
【００９９】
＜クリア塗料の調製＞
　クリア層の形成に用いるクリア塗料は丸底フラスコ中に、有機溶剤（トルエン／キシレ
ン／酢酸エチル／酢酸ブチル＝７０部／１５部／１０部／５部からなる混合液）を入れ、
メラミン焼き付け用アクリル樹脂（ＤＩＣ株式会社製、ＡＣＲＹＤＩＣ　Ａ４０５）を添
加し、１時間撹拌することにより調製した。
【０１００】
（実施例２７）
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　実施例１２で作製したカーボンナノチューブ含有層を有する積層体を用い、クリア塗料
を乾燥後の膜厚で３０μｍとなるようにカーボンナノチューブ含有層上にエアスプレーを
用いて静電塗装し、得られた塗膜面を１５０±５℃にて２０分間乾燥させてクリア層を形
成することにより積層体を作製した。得られた積層体について、Ｌ*ａ*ｂ*および平均反
射率を測定した。
【０１０１】
（実施例２８～４１）
　実施例１３～２６で作製したカーボンナノチューブ含有層を有する積層体を用い、実施
例２７と同様の方法により、それぞれ積層体を作製した。得られた積層体について、Ｌ*

ａ*ｂ*および平均反射率を測定した。
【０１０２】
　表５に実施例２７～４１で作製した積層体の作製条件と評価結果を示す。漆黒性の評価
基準は、上記塗膜のＬ*が２．０以下かつｂ*が０以下を◎（優）、Ｌ*が２．１～２．４
、かつｂ*が０以下を○（良）、Ｌ*が２．５以上かつかつｂ*が０．１以上を×（不良）
とした。
【０１０３】
【表５】

【０１０４】
（比較例５）
　比較例３で作製したカーボンブラック含有層を有する積層体を用い、クリア塗料を乾燥
後の膜厚で３０μｍとなるようにカーボンブラック含有層上にエアスプレーを用いて静電
塗装し、得られた塗膜面を１５０±５℃にて２０分間乾燥させてクリア層を形成すること
により積層体を作製した。得られた積層体について、Ｌ*ａ*ｂ*および平均反射率を測定
した。
【０１０５】
（比較例６）
　比較例４で作製したカーボンブラック含有層を有する積層体を用い、クリア塗料を乾燥
後の膜厚で３０μｍとなるようにカーボンブラック含有層上にエアスプレーを用いて静電
塗装し、得られた塗膜面を１５０±５℃にて２０分間乾燥させてクリア層を形成すること
により積層体を作製した。得られた積層体について、Ｌ*ａ*ｂ*および平均反射率を測定
した。
【０１０６】
　表６に比較例５～６で作製した積層体の作製条件と評価結果を示す。漆黒性の評価基準
は、上記塗膜のＬ*が２．０以下かつｂ*が０以下を◎（優）、Ｌ*が２．１～２．４、か
つｂ*が０以下を○（良）、Ｌ*が２．５以上かつかつｂ*が０．１以上を×（不良）とし
た。
【０１０７】
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【表６】

【０１０８】
（実施例４２）
　株式会社光社製ステンレス板（ユニホビーR素材シリーズ、ＫＨＳ５３２、厚み０．５
ｍｍ）を基材として、片面にＣＮＴ塗液（Ａ１a）を乾燥後の膜厚が１０μｍとなるよう
にバーコーターを用いて塗工後、電気オーブン中で１５０±５℃にて６０分間乾燥させ、
基材上にカーボンナノチューブ含有層を形成した。その後、クリア塗料を乾燥後の膜厚で
３０μｍとなるようにカーボンナノチューブ含有層上にエアスプレーを用いて静電塗装し
、得られた塗膜面を１５０±５℃にて２０分間乾燥させてクリア層を形成することにより
積層体を作製した。得られた積層体について、Ｌ*ａ*ｂ*および平均反射率を測定した。
【０１０９】
　表７に実施例４２で作製した積層体の作製条件と評価結果を示す。漆黒性の評価基準は
、上記塗膜のＬ*が２．０以下かつｂ*が０以下を◎（優）、Ｌ*が２．１～２．４、かつ
ｂ*が０以下を○（良）、Ｌ*が２．５以上かつかつｂ*が０．１以上を×（不良）とした
。
【０１１０】
【表７】

【０１１１】
　上記結果から、本発明のカーボンナノチューブと樹脂を含む樹脂組成物および積層体を
用いた場合、比較例で使用したカーボンブラックを使用した樹脂組成物および積層体を用
いた場合よりも、漆黒性の高い樹脂組成物および積層体が得られることが明らかとなった
。

【手続補正書】
【提出日】平成27年3月30日(2015.3.30)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなるカーボンナノチュー
ブ含有層が積層された積層体であって、カーボンナノチューブ含有層の積層面に、さらに
クリア層が積層された積層体であって、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２
．５以下、ａ*が－２以上２以下かつｂ*が－２以上０．３以下であり、基材上のカーボン
ナノチューブ含有層が塗布して形成されてなり、クリア層が透明樹脂またはガラスである
ことを特徴とする積層体。（ただし、Ｌ*、ａ*およびｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定
されるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）
【請求項２】
カーボンナノチューブの繊維径が８～２５ｎｍであることを特徴とする請求項１記載の積
層体。
【請求項３】
カーボンナノチューブ含有層中のカーボンナノチューブの量が３～３０質量％であること
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を特徴とする請求項１または２記載の積層体。
【請求項４】
カーボンナノチューブ含有層の膜厚が１０～５０μｍであることを特徴とする請求項１～
３いずれか記載の積層体。
【請求項５】
クリア層の膜厚が５～４０μｍであることを特徴とする１～４いずれか記載の積層体。
【請求項６】
　積層された面方向から測定した積層体の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均反射率が
５％以下である請求項１～５いずれか記載の積層体。
【請求項７】
　基材の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均透過率が５％以下である請求項１～６いず
れか記載の積層体。
【請求項８】
　基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなるカーボンナノチュー
ブ含有層が積層され、カーボンナノチューブ含有層の積層面に、さらにクリア層が積層さ
れた積層体の製造方法であって、積層された面方向から測定した積層体のＬ*が２．５以
下、ａ*が－２以上２以下かつｂ*が－２以上０．３以下であり、基材上のカーボンナノチ
ューブ含有層が塗布して形成され、クリア層が透明樹脂またはガラスであることを特徴と
する積層体の製造方法。（ただし、Ｌ*、ａ*およびｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ８７２９で規定さ
れるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　すなわち、本発明は、基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでな
るカーボンナノチューブ含有層が積層された積層体であって、カーボンナノチューブ含有
層の積層面に、さらにクリア層が積層された積層体であって、積層された面方向から測定
した積層体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下かつｂ*が－２以上０．３以下であ
り、基材上のカーボンナノチューブ含有層が塗布して形成されてなり、クリア層が透明樹
脂またはガラスであることを特徴とする積層体（ただし、Ｌ*、ａ*およびｂ*は、ＪＩＳ
　Ｚ８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）に関する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　また、本発明は、カーボンナノチューブの繊維径が８～２５ｎｍであることを特徴とす
る前記積層体に関する。
　また、本発明は、カーボンナノチューブ含有層中のカーボンナノチューブの量が３～３
０質量％であることを特徴とする前記積層体に関する。
　また、本発明は、カーボンナノチューブ含有層の膜厚が１０～５０μｍであることを特
徴とする前記積層体に関する。
　また、本発明は、クリア層の膜厚が５～４０μｍであることを特徴とする前記積層体に
関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
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【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　また、本発明は、基材の波長３８０～７８０ｎｍにおける平均透過率が５％以下である
積層体に関する。
　さらに、本発明は、基材上に、少なくともカーボンナノチューブと樹脂とを含んでなる
カーボンナノチューブ含有層が積層され、カーボンナノチューブ含有層の積層面に、さら
にクリア層が積層された積層体の製造方法であって、積層された面方向から測定した積層
体のＬ*が２．５以下、ａ*が－２以上２以下かつｂ*が－２以上０．３以下であり、基材
上のカーボンナノチューブ含有層が塗布して形成され、クリア層が透明樹脂またはガラス
であることを特徴とする積層体の製造方法（ただし、Ｌ*、ａ*およびｂ*は、ＪＩＳ　Ｚ
８７２９で規定されるＬ*ａ*ｂ*表色系における値を表わす。）に関する。
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